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１．はじめに 

２．沖縄振興予算と主なソフト事業予算の推移 

３．沖縄振興予算における主なソフト事業予算の現状 

（１）沖縄振興特別推進交付金（ソフト交付金） 

（２）沖縄北部連携促進特別振興事業費 

（３）沖縄離島活性化推進事業費（以上、前稿） 

（４）沖縄振興特定事業推進費（以下、本稿） 

４．沖縄振興予算における主なソフト事業予算の比較 

（１）予算の執行状況 

（２）各市町村による活用状況 

（３）各市町村への予算の配分状況 

５．おわりに 

 

 

３．沖縄振興予算における主なソフト事業予算の現状 

（４）沖縄振興特定事業推進費 

ア 概要 

  ソフト交付金は、沖縄県及び市町村が事業を計画的・継続的に実施するための財源と

して、客観基準に基づき、毎年度、県及び市町村に安定的に配分されるものであるため、

多様な地域課題・政策課題への迅速・柔軟な対応が困難なケースもあり得る。そのため、

推進費62は、ソフト交付金を補完し、①機動的に事業を推進するための財源として、臨機

応変な財源捻出が困難な市町村が実施する事業及び②市町村が認定する公共性を有する

 
62 推進費の経緯や制度の詳細、論点等については、藤生将治「沖縄振興特定事業推進費をめぐる動向と論点」

『立法と調査』No.424（令2.6）参照。 
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事業を推進するための財源として、市町村と密接に連携する民間事業者が実施する事業

をそれぞれ支援することを目的に、令和元年度の沖縄振興予算における新規事業として

創設された予算補助である63。 

  そのため、推進費の補助対象者は、市町村及び市町村と密接に連携して取り組む民間

事業者となっており、補助率は10分の８となっている。補助の対象となる事業は、ソフ

ト交付金の対象事業（沖縄の振興に資する事業及び沖縄の特殊事情に起因する事業）の

うち、１）市町村を対象とする場合には、機動性要件（多様な地域課題・政策課題に対

応するため迅速・柔軟に対応する必要がある事業等）と同時に、先導性要件（他の市町

村にも広げていくことが望ましい事業）又は広域性要件（事業の効果が当該市町村にと

どまらず広域に及ぶと見込まれる事業）のいずれかを満たすもの64、２）民間事業者を対

象とする場合には、公共性要件（多様な地域課題・政策課題に対応するための公共性を

有する事業等）と同時に、先導性要件又は広域性要件のいずれかを満たすもの65とされて

いる66。 

  推進費が創設された理由について、創設時の宮腰内閣府特命担当大臣（沖縄及び北方

対策）は、ソフト交付金では十分に対応できていない事業があり、沖縄県内の市町村や

自民党沖縄振興調査会での議論、地元要請等も踏まえ、新たに設けた旨説明している67。 

イ 予算の執行状況 

  推進費については、令和元年度の当初予算において、新規事業として30億円が計上さ

れるとともに、補正予算において、令和元年10月に発生した首里城火災に伴う観光への

影響を緩和するため、５億円が計上された68。令和２年度には、当初予算において、前年

度比25億円増となる55億円が計上されるとともに、第１次補正予算において、新型コロ

ナウイルス感染症の流行収束を見据え、全国施策を補完するため、10億円が計上され69、

さらに第３次補正予算において、ポストコロナに向けた経済構造の転換・好循環の実現

のため、５億円が計上された結果70、補正予算を含む令和２年度の予算額は、前年度の35

億円から倍となる70億円にまで拡大した。その後、令和３年度の当初予算において、前

 
63 内閣府「沖縄振興特定事業推進費の概要」<https://www8.cao.go.jp/okinawa/tokutei/gaiyou2.pdf>（以下、

ＵＲＬの最終アクセス日は全て令和４年９月12日。） 
64 内閣府「沖縄振興特定事業推進費市町村補助金交付要綱」第４条第１項<https://www8.cao.go.jp/okinawa

/tokutei/r4_youkou.pdf> 
65 内閣府「沖縄振興特定事業推進費民間補助金交付要綱」第４条第１項<https://www8.cao.go.jp/okinawa/t

okutei/r2_youkou2.pdf> 
66 ただし、拠点返還地跡地利用推進交付金（平成28年度～平成30年度）の対象となっていた事業（市町村事業

のみ）及び前年度からの継続案件については、先導性要件又は広域性要件のいずれかのみを満たすものとさ

れている（前掲注63参照）。 
67 宮腰内閣府特命担当大臣記者会見要旨（平30.12.21）<https://www.cao.go.jp/minister/1810_m_miyakosh

i/kaiken/2018/1221kaiken.html> 
68 内閣府「令和元年度補正予算（案）の概要」（令元.12）<https://www.cao.go.jp/yosan/soshiki/h31/yosan

_r1_hosei.pdf> 
69 内閣府「令和２年度補正予算（案）の概要」（令2.4）<https://www.cao.go.jp/yosan/soshiki/r02/yosan_r

2_hosei.pdf> 
70 内閣府「令和２年度第３次補正予算（案）の概要」（令2.12）<https://www.cao.go.jp/yosan/soshiki/r02/

yosan_r2_hosei_3.pdf> 
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年度の当初予算と比べると30億円、補正予算を含めた額と比べると15億円の増額となる

85億円が計上され、令和４年度は前年度から５億円減額となる80億円が計上された。 

 

図表11 沖縄振興特定事業推進費の推移と執行状況（令和元年度～令和４年度） 

 
 （出所）内閣府「行政事業レビューシート（沖縄振興特定事業推進費）」（令和２年度以降）等を基に作成 

  

  一方、推進費の執行状況（図表11）を見ると、初年度の令和元年度には、旧拠点返還

地跡地利用推進交付金事業（以下「旧跡地事業」という。）７事業を含む市町村事業26事

業及び民間事業者事業５事業に対して34億円（市町村事業30.9億円・民間事業者事業3.1

億円）の交付決定が行われたが71、実際に支出されたのは、市町村事業（３市町・10事業）

に対する1.6億円及び民間事業者事業（５社・５事業）に対する2.9億円の計4.5億円にと

どまり72、予算額の８割を超える29.3億円が翌年度に繰り越されたため、執行率は12.9％

と低い水準にとどまった。この繰越額の多さについて、政府は、自然災害の影響による

事業の進捗の遅れを主な要因とするものであり、やむを得ないとしている73。 

  令和２年度には、新たに旧跡地事業５事業を含む市町村事業16事業及び民間事業者事

業９事業に対して50億円（市町村事業41.1億円・民間事業者事業8.9億円）の交付決定が

行われ74、前年度の交付決定事業を含め、市町村事業（12団体（11市町村・北部事務組合）

25事業）に対する50.1億円及び民間事業者事業（６社・６事業）に対する9,000万円の計

51億円が実際に支出された。しかし、令和２年度の推進費の予算額70億円のうち、４割

近い25.4億円が翌年度に繰り越されるとともに、３割を超える22.9億円の不用額が生じ

 
71 内閣府「令和元年度沖縄振興特定事業推進費補助金の第５回交付決定について」（令2.2.28）<https://www

8.cao.go.jp/okinawa/tokutei/r1_koufu5.pdf> 
72 内閣府「令和２年度行政事業レビューシート（沖縄振興特定事業推進費）」<https://www.cao.go.jp/yosan/

pdf/r2/s01009900_naikakufu.pdf> 
73 沖縄振興特定事業推進費等に関する再質問に対する答弁書（内閣衆質204第52号、令3.3.5）。なお、執行率

の低さに関連して、令和２年度行政事業レビュー（前掲注72）において、外部有識者から、アウトプットと

して交付決定額が示されているものの、実際には繰越額が多く、事業の進捗状況を示す指標になり得ていな

いと指摘され、本答弁書において、当該繰越しを行った事業の進捗状況を踏まえつつ、必要に応じ、活動指

標の見直しを検討していくとしていた。しかし、令和３年度行政事業レビュー（後掲注75）では、活動指標

は交付決定額から交付決定事業数に置き換わったのみとなっており、繰越額や不用額が多く生じている状況

を全く反映しないものとなっている。 
74 内閣府「令和２年度沖縄振興特定事業推進費補助金の第５回交付決定について」（令3.2.26）<https://www

8.cao.go.jp/okinawa/tokutei/0226-r2suishin.pdf> 
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た75。そのため、執行率は前年度より改善したものの、51.4％にとどまり、不用額も補正

予算で計上された15億円を上回る結果となった。さらに、令和３年度には、予算額の５

割を超える45.4億円が翌年度に繰り越され、執行率は46.1％に低下している。 

ウ 予算の配分状況 

  推進費の配分状況について、対象ごとの状況を、令和元年度から令和３年度までの交

付決定額ベース（図表12）で見ると、これまで市町村事業として推進費を活用している

のは、県内41市町村のうち14市町村となっており、このうち、交付決定の合計額が１億

円を超えているのは、７市町にとどまっている。 

 

図表12 沖縄振興特定事業推進費の配分状況（令和元年度～令和３年度、交付決定額） 

 
 （出所）沖縄振興特定事業推進費補助金の交付決定に係る内閣府の報道発表資料等を基に作成 

 

また、令和３年度までの交付決定額の合計額では、沖縄市の48.7億円が最も多く、次

いで那覇市が40.7億円、八重瀬町が11.3億円となっており、沖縄市と那覇市のみで交付

決定額の過半を占める状況となっている。このうち、まず、沖縄市については、沖縄ア

リーナ整備事業76に対して47.6億円（令和元年度21.6億円・令和２年度19.4億円・令和３

年度6.6億円）が交付決定されており77、同市に対する交付決定額の大部分を占めている。

 
75 内閣府「令和３年度行政事業レビューシート（沖縄振興特定事業推進費）」<https://www.cao.go.jp/yosan/

pdf/r3/2021_naikakufu_20011200.pdf> 
76 コザ運動公園内においてプロスポーツ興行、コンサート、展示会等開催時に市内外から１万人規模の観客を

収容可能なアリーナを整備する事業。 
77 内閣府「令和元年度沖縄振興特定事業推進費補助金の第２回交付決定について」（令元.6.28）<https://www

8.cao.go.jp/okinawa/tokutei/r1_koufu1.pdf>、同「令和２年度沖縄振興特定事業推進費補助金の第２回交

付決定について」（令2.7.10）<https://www8.cao.go.jp/okinawa/tokutei/0710-r2suishin.pdf>、同「令和
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次いで、那覇市については、沖縄の食の魅力発信拠点整備事業78に対して33.2億円（令和

元年度3.4億円・令和２年度8.4億円・令和３年度21.4億円）が交付決定されており79、同

市に対する交付決定額の８割以上を占めている。 

さらに、市町村事業の交付決定額を圏域別で見ると、宮古圏域や八重山圏域といった

離島地域では竹富町（400万円）のみに限られている。また、沖縄本島の北部地域につい

ても、５市村（名護市、国頭村、今帰仁村、恩納村、伊江村）及び北部事務組合に対し

て計７億円が交付決定されているが、推進費全体に占める割合は４％程度であり、推進

費の配分は、沖縄本島の中南部地域の沖縄市や那覇市等に集中している状況にある。 

また、市町村事業と民間事業者事業の割合の推移を見ると、初年度の令和元年度にお

ける交付決定額の９割以上が市町村事業を対象としたものであったが、翌年度以降、民

間事業者事業の比重が増してきており、令和３年度には民間事業者事業を対象とする交

付決定額の割合が34％にまで高まっている。その中でも、大宜味村が認定しているアカ

ジンミーバイ陸上養殖体制整備事業80に対して計10.6億円（令和２年度5.5億円・令和３

年度5.1億円）81が、伊江村外５町村が認定している沖縄離島農業持続化支援事業82に対

して7.3億円（令和３年度）83が、それぞれ交付決定されており、これら２事業に対する

交付決定額が民間事業者事業に対する交付決定額の合計額の半分近くを占めている。 

 

４．沖縄振興予算における主なソフト事業予算の比較 

次に、主なソフト事業予算について、これまでに整理してきた現状を踏まえた上で、予

算の執行状況、各市町村による活用状況、各市町村への予算の配分状況という観点から比

較を行っていく。 

 
３年度沖縄振興特定事業推進費補助金の第１回交付決定について」（令3.4.1）<https://www8.cao.go.jp/ok

inawa/tokutei/0401-r3suishin.pdf> 
78 沖縄県全域の食の魅力の発信拠点や、県内初の「食」を中心とした生活文化を体感する街歩き拠点としての

機能を有した、第一牧志公設市場を整備する事業。 
79 内閣府「令和元年度沖縄振興特定事業推進費補助金の第３回交付決定について」（令元.9.27）<https://www

8.cao.go.jp/okinawa/tokutei/r1_koufu3.pdf>、同「令和２年度沖縄振興特定事業推進費補助金の第１回交

付決定について」（令2.4.1）<https://www8.cao.go.jp/okinawa/tokutei/r2_koufu1.pdf>、同「令和２年度

沖縄振興特定事業推進費補助金の第２回交付決定について」（令2.7.10）<https://www8.cao.go.jp/okinawa

/tokutei/0710-r2suishin.pdf>、同「令和３年度沖縄振興特定事業推進費補助金の第１回交付決定について」

（令3.4.1）<https://www8.cao.go.jp/okinawa/tokutei/0401-r3suishin.pdf>、同「令和３年度沖縄振興特

定事業推進費補助金の第２回交付決定について」（令3.7.2）<https://www8.cao.go.jp/okinawa/tokutei/07

02-r3suishin.pdf> 
80 種苗を外国産に依存する高級魚アカジンミーバイについて、国内における産卵・ふ化等の種苗開発技術を確

立し、養殖事業従事者の増加を図るほか、アカジンミーバイと地場産品を活用した新たな特産品を開発する

事業。 
81 内閣府「令和２年度沖縄振興特定事業推進費補助金の第４回交付決定について」（令2.12.18）<https://www

8.cao.go.jp/okinawa/tokutei/1218-r2suishin.pdf>、同「令和３年度沖縄振興特定事業推進費補助金の第１

回交付決定について」（令3.4.1）<https://www8.cao.go.jp/okinawa/tokutei/0401-r3suishin.pdf>、同「令

和３年度沖縄振興特定事業推進費補助金の第３回交付決定について」（令3.10.1）<https://www8.cao.go.jp

/okinawa/tokutei/1001-r3suishin.pdf> 
82 離島農産物の一層の普及、販路拡大に向け、離島の特産品である黒糖について、多用途活用方策の実現を目

指した実証など新たな付加価値を模索する取組等を実施する事業。 
83 内閣府「令和３年度沖縄振興特定事業推進費補助金の第４回交付決定について」（令3.12.24）<https://www

8.cao.go.jp/okinawa/tokutei/1224-r3suishin.pdf> 
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（１）予算の執行状況 

予算の執行状況について、平成24年度以降の沖縄振興予算全体と主なソフト事業予算の

執行率の推移を比較してみると（図表13）、まず、沖縄振興予算全体では、一括交付金が創

設された平成24年度（63.3％）と、２度の補正予算において新型コロナウイルス感染症の

影響を受けた中小企業等に対する沖縄開発金融公庫による資金繰り支援のための出資金

1,339億円が計上されたものの84、その多くが翌年度に繰り越された85令和２年度（59.9％）

の両年度を除くと、執行率は70％台で推移している。 

 

図表13 沖縄振興予算全体と主なソフト事業予算等の執行率の推移 

 
 （出所）内閣府「沖縄振興予算（内閣府沖縄担当部局予算等）の決算」（平成24年度以降）<https://www8.c

ao.go.jp/okinawa/3/33.html>を基に作成 

 

次に、ソフト交付金では、初年度の平成24年度（50.9％）は、同年度の公共事業関係費

（68.7％）やハード交付金（59.5％）と比べて低い水準の執行率であり、沖縄振興予算全

体の執行率を押し下げる要因となっている86。また、平成25年度（73.8％）も、同年度の公

共事業関係費（82.0％）によって押し上げられた沖縄振興予算全体の執行率（75.5％）よ

りも低い水準の執行率となっている87。しかし、平成26年度以降、ソフト交付金の執行率は、

 
84 具体的には、令和２年度の第１次補正予算において268億円、第２次補正予算において1,071億円がそれぞれ

計上されている（前掲注69及び内閣府「令和２年度第２次補正予算(案)の概要」（令2.5）<https://www.cao.

go.jp/yosan/soshiki/r02/yosan_r2_hosei_2.pdf>）。 
85 令和２年度当初予算に計上された９億円を含めた沖縄振興開発金融公庫経費の歳出予算現額1,348億円のう

ち、８割近い1,061億円が翌年度に繰り越されたため、沖縄振興予算全体の執行率も大きく押し下げられる結

果となっている（内閣府「令和２年度沖縄振興予算（内閣府沖縄担当部局予算等）の決算」<https://www8.

cao.go.jp/okinawa/3/2021/r2_kessan1.pdf>）。 
86 内閣府「平成24年度沖縄振興予算（内閣府沖縄担当部局予算等）の決算」<https://www8.cao.go.jp/okinaw

a/3/2012/h24_kessan1.pdf> 
87 内閣府「平成25年度沖縄振興予算（内閣府沖縄担当部局予算等）の決算」<https://www8.cao.go.jp/okinaw

a/3/2012/h25_kessan1.pdf> 
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沖縄振興予算全体の執行率を上回る状況が続いており、特に令和２年度のソフト交付金の

執行率（84.1％）は、同年度の沖縄振興予算全体（59.9％）や公共事業関係費（70.1％）

を大きく上回り、沖縄振興予算全体の執行率を押し上げる要因となっている88。 

一方、北部事業費では、最も執行率が高かった平成27年度（80.5％）のみ、沖縄振興予

算全体の執行率（72.8％）を上回ったほか89、平成30年度（75.0％）も沖縄振興予算全体の

執行率（77.4％）に近い水準となっているものの90、総じて沖縄振興予算全体の執行率を相

当下回る水準で推移している。 

また、離島事業費や推進費では、沖縄振興予算全体よりも常に低い水準の執行率で推移

しており、沖縄振興予算全体の執行率が最も低かった令和２年度も、離島事業費は38.9％、

推進費は51.4％にとどまっている。 

これらの比較からは、主なソフト事業予算において、ソフト交付金の執行率が比較的高

い水準で推移している一方、北部事業費、離島事業費、推進費の執行率はいずれも比較的

低い水準で推移していることが見て取れる。 

こうしたソフト個別補助金の執行率の低さに関連し、北部事業費については、行政事業

レビュー（平成29年度、平成31年度、令和２年度）において、予算の効率的執行に努め、

執行実績を適切に概算要求へ反映させるべきとの指摘がなされている91。しかし、当該レ

ビューの翌年度の予算額は前年度と同額となり、執行率も平成30年度に上昇した後は低下

し、改善は進んでいない。そうした状況にもかかわらず、北部事業費の予算額の増額が行

われてきていることを鑑みると、行政事業レビューにおける指摘が予算編成に反映されて

いるとは言い難い状況にある。 

一方、離島事業費については、これまでのところ、執行率に関する指摘はなされていな

い。しかし、令和３年度行政事業レビューでは、平成29年度に開始されたにもかかわらず、

市町村が行う事後評価結果などを参考に目標値を設定するとしている事業の成果目標がい

まだ設定されていない点が指摘されている92。この点について、政府は、事業実施の効果が

後年度に発現するため、成果目標年度が事業実施年度の後年度に設定されている事業が多

いことから、現在、成果目標年度が経過している事業について、どの程度の実現が図られ

ているか整理・分析を行っているところであるとし93、事業の成果の検証は行われないま

ま、令和４年度予算では10億円の増額を行っている。 

 
88 内閣府「令和２年度沖縄振興予算（内閣府沖縄担当部局予算等）の決算」（ＵＲＬは前掲注85参照） 
89 内閣府「平成27年度沖縄振興予算（内閣府沖縄担当部局予算等）の決算」<https://www8.cao.go.jp/okinaw

a/3/2015/h27_kessan1.pdf> 
90 内閣府「平成30年度沖縄振興予算（内閣府沖縄担当部局予算等）の決算」<https://www8.cao.go.jp/okinaw

a/3/2018/h30_kessan1.pdf> 
91 内閣府「平成29年度行政事業レビューシート（沖縄北部連携促進特別振興事業費）」<https://www.cao.go.j

p/yosan/pdf/h29/s28007800_naikakufu.pdf>、同「平成31年度行政事業レビューシート（沖縄北部連携促進

特別振興事業費）」<https://www.cao.go.jp/yosan/pdf/r1/30008600_naikakufu.pdf>、同「令和２年度行政

事業レビューシート（沖縄北部連携促進特別振興事業費）」<https://www.cao.go.jp/yosan/pdf/r2/s010085

00_naikakufu.pdf> 
92 内閣府「令和３年度行政事業レビューシート（沖縄離島活性化推進事業）」<https://www.cao.go.jp/yosan/

pdf/r3/2021_naikakufu_20010200.pdf> 
93 内閣府「令和３年度行政事業レビュー事業単位整理表兼点検結果の令和４年度予算概算要求への反映状況調

表」<https://www.cao.go.jp/yosan/pdf/r3/3_naikakufu_reflection.pdf> 
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また、推進費については、質問主意書において、一括交付金の減額が続く一方で、令和

元年度の推進費の執行率の低さにもかかわらず、令和２年度に推進費が増額された点が問

われ、政府は、推進費及び一括交付金における継続事業及び新規事業に要する経費の額の

推移等を勘案して、それぞれ所要額を推計し、計上したとのみ説明している94。この説明に

対して、令和元年度の執行実績を勘案すれば、令和２年度に推進費を増額する根拠にはな

り得ないのではないかとの指摘がなされたが、政府は、令和元年度の当初予算額の大部分

を交付決定していたこと自体が執行実績であるとした上で、これを勘案して令和２年度に

おける新規事業に要する経費の所要額を積算したと説明しており95、令和元年度の推進費

の大半が繰り越された点については問題視していないことが示されている。 

 

（２）各市町村による活用状況 

各市町村による活用状況について、ソフト交付金は、県と市町村分に配分された上で、

市町村分については基本枠の中で、県内41市町村全てに対して配分が行われ、各市町村は

ソフト交付金を活用して事業を実施している。 

一方、ソフト個別補助金のうち、北部事業費は北部12市町村に、離島事業費は離島を有

する沖縄本島も含めた18市町村に補助対象が限定されている。推進費にはそうした地域的

な限定はないものの、いずれの事業費も個別の案件ごとに補助金の交付決定が行われてお

り、各事業費の市町村への配分状況はそれぞれで全く異なったものとなっている。 

 

図表14 ソフト個別補助金の活用状況 

 
 （出所）図表８、10及び12の出所資料を基に作成 

 

そこで、改めてソフト個別補助金の市町村ごとの活用状況を整理すると（図表14）、いず

れかの事業費が交付されている地方公共団体が33市町村ある一方、いずれの事業費も交付

 
94 沖縄振興特定事業推進費等に関する質問に対する答弁書（内閣衆質204第17号、令和3.2.5）、沖縄振興特定

事業推進費等に関する再質問に対する答弁書（内閣衆質204第52号、令3.3.5） 
95 特定事業推進費等に関する第三回質問に対する答弁書（内閣衆質204第73号、令3.3.23） 
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されていない地方公共団体が８市町村（図表14中⑧）ある。これら８市町村は、いずれも

沖縄本島の中南部地域にあり、かつ離島を有していないことから、そもそも北部事業費と

離島事業費の補助対象となっておらず、唯一、対象となっている推進費も、令和３年度ま

でに交付が行われていない状況となっている。 

さらに、いずれかの事業費が交付されている地方公共団体の内訳を見ていくと、推進費

については、県内41市町村のうち14市町村に交付されており、そのうち、推進費のみ交付

されている地方公共団体は７市町（図表14中③）となっている。これらはいずれも北部事

業費や離島事業費の補助対象となっていない沖縄本島の中南部地域の地方公共団体であり、

推進費のみが対象となっている県内の15市町村のうち、推進費を活用しているのは半数弱

となっている。 

また、北部事業費については、対象となる12市町村全てに交付されているが、その中で、

北部事業費のみ活用している地方公共団体は４町村（図表14中①）、北部事業費及び離島事

業費を活用している地方公共団体は３町村（図表14中④）、北部事業費及び推進費を活用し

ている地方公共団体は４市村（図表14中⑤）、いずれも活用している地方公共団体は１村

（図表14中⑦）となっている。 

離島事業費についても、対象となる18市町村全てに交付されているが、その中で離島事

業費のみを活用している地方公共団体は12市町村（図表14中②）、離島事業費及び北部事業

費を活用している地方公共団体は３町村（図表14中④）、離島事業費及び推進費を活用して

いる地方公共団体は２市町（図表14中⑥）、いずれも活用している地方公共団体は１村（図

表14中⑦）となっている。 

このように、北部事業費又は離島事業費の対象となっている地方公共団体が、いずれか

の事業費のみを活用するか、複数の事業費を活用するかについては、地方公共団体によっ

て対応にばらつきがある状況となっている。 

そこで、複数の事業費を活用している地方公共団体の交付決定額の内訳（図表15）を見

ると、まず、①北部事業費と離島事業費が交付されている地方公共団体のうち、本部町で

は、主として北部事業費を活用しており、対象が町内全域ではなく水納島に限られている

離島事業費の活用は例外的となっている一方、伊平屋村及び伊是名村では、北部事業費は

平成24年度又は平成25年度のみ活用しており、離島事業費が創設された平成29年度以降は、

専ら離島事業費を活用している。次に、②北部事業費と推進費が交付されている地方公共

団体では、いずれも主として北部事業費を活用しているが、名護市や国頭村、今帰仁村で

は推進費が創設された令和元年度以降、推進費も毎年度交付決定されており、その額も増

加傾向にある。次に、③離島事業費と推進費が交付されている地方公共団体のうち、うる

ま市では、主として推進費を活用しており、対象が市内全域ではなく津堅島に限られてい

る離島事業費の活用は例外的となっている一方、竹富町では主として離島事業費を活用し

ており、推進費の活用は少なくなっている。そして、④いずれの事業費も交付されている

伊江村では、主として北部事業費を活用しており、離島事業費と推進費の活用は少なくなっ

ている。 
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これらの内訳からは、北部事業費又は離島事業費を活用している地方公共団体が推進費

も活用している場合、離島事業費の対象が限定されているうるま市を除けば、主として北

部事業費又は離島事業費が活用され、推進費の活用は限定的であることが示されている。

一方、北部事業費と離島事業費いずれも活用している４町村については、本部町と伊江村

では、主として北部事業費が活用されているが、伊平屋村と伊是名村では、近年、離島事

業費が活用されており、活用状況が変わってきている。 

ただ、これらソフト個別補助金の活用状況を圏域別で見れば、総じて沖縄本島の北部地

域においては北部事業費が、離島地域においては離島事業費が、沖縄本島の中南部地域に

おいては推進費が活用されている状況にあり、ソフト個別補助金全体で県内全域をカバー

する形となっている。 

 

図表15 複数の主なソフト事業予算を活用している地方公共団体ごとの交付決定額の内訳 

 
 （出所）図表８、10及び12の出所資料を基に作成 

 

（３）各市町村への予算の配分状況 

各市町村への予算の配分状況について、ソフト交付金のうち、市町村分の配分では、基

本枠での配分がその多く（令和４年度は全て）を占める中で、均等割と各種指標を用いた

配分を通じて、主として人口の割合に比例しつつも、人口の少ない地方公共団体にも人口

の割合以上の配分がなされており、一定程度、平準化した形での配分が行われている。 
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一方、ソフト個別補助金では、そうした仕組みは設けられていない上、配分状況も人口

の割合に必ずしも比例したものとはなっておらず、いずれの事業費も交付されていない地

方公共団体も存在している。 

もっとも、北部事業費と離島事業費については、事業の経緯や趣旨から、補助対象を一

部の地域に限定しているため、県内全ての市町村に配分することは、もともと想定されて

いないと言える。しかし、そうした地域的な限定のない推進費についても、交付決定の大

部分は沖縄市と那覇市に集中している。そのため、質問主意書において、交付決定額の割

合に大きな格差が生じている現状が問われたが、政府は、交付決定額については、年度途

中に生じた政策課題の有無や、当該政策課題への市町村等の対応方針に応じて変わるもの

であることから、交付決定額の割合が市町村等によって異なることに問題はないとしてお

り96、市町村間における配分のバランスは重視されていないと考えられる。 

このように、ソフト個別補助金については、それぞれ一部の地域や市町村に集中して交

付決定が行われ、ソフト交付金のような県内全域における配分のバランスは考慮されてい

ないと考えられる。一方、各市町村による事業の活用状況から示されたように、全体で県

内全域がカバーされているため、ソフト個別補助金の各事業費における交付決定額を合わ

せて、県内全ての市町村に対する配分状況を見ることにより、その配分の在り方を分析し

ていくことが有用ではないかと考えられる。 

その際、毎年度全ての市町村に配分されているソフト交付金とは異なり、ソフト個別補

助金には、同じ市町村でも配分される年度と配分されない年度があり、ある特定の年度の

みで配分状況を分析するのは妥当ではない。また、三つの事業費が開始された年度が異な

るため、単に交付決定額を累計すると、最も実施期間の長い北部事業費の比重が大きくなっ

てしまう。こうした点を考慮し、北部事業費については平成24年度から令和３年度までの

間の、離島事業費については平成29年度から令和３年度までの間の、推進費については令

和元年度から令和３年度までの間の各市町村に対する交付決定額の年度平均額（図表８、

10及び12）を基に、ソフト個別補助金の配分状況を整理した（図表16）。 

 

図表16 ソフト個別補助金の配分状況（交付決定額、年度平均） 

 
 （出所）図表８、10及び12の出所資料を基に作成 

 
96 前掲注95参照 
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図表６（再掲） 市町村間における基本枠の配分（令和４年度） 
（単位：億円） 

（出所）沖縄県町村会『自治おきなわ』No.464（令4.4）21頁より抜粋 

 

その結果をソフト交付金の市町村間における基本枠の配分（図表６（再掲））と比べなが

ら見ていくと、最もソフト個別補助金の配分の割合が高いのは沖縄市の21.9％で、基本枠

における配分割合の6.8％を大きく上回っている。次いで配分の割合が高いのは那覇市の

18.3％で、基本枠における配分割合の14.1％よりも高い割合となっており、いずれも推進

費が集中的に配分されている結果が反映されている。一方、基本枠における配分割合が那

覇市と沖縄市に次いで高い、うるま市（6.2％）と浦添市（5.5％）に対するソフト個別補

助金の配分割合は、それぞれ2.8％、0.4％となっており、基本枠における配分割合を下回っ

ている。また、これらと同じ沖縄本島の中南部地域で推進費の交付を受けていない地方公

共団体も８市町村あり、同地域においては、ソフト個別補助金（実質的には推進費）の配

分が極めて選択的、集中的に行われていると言える。 

次に、北部地域内の比較では、最も割合が高いのは名護市の9.7％で、基本枠における配

分割合の3.7％を上回っている。次いで割合が高いのは金武町の6.0％で、基本枠における

配分割合の1.4％の４倍超となっている。また、金武町に次いで割合が高いのは伊江村の

4.9％で、基本枠における配分割合の1.3％の４倍弱となっており、北部事業費が比較的多

く配分されている結果が反映されている。一方、最も割合が低いのは恩納村の0.6％で、基
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本枠における配分割合の1.2％を下回っているものの、その他多くの町村では、おおむね基

本枠における配分割合に近いか、若干上回る水準となっており、ソフト個別補助金（実質

的には北部事業費）が一部の市町村に集中的に配分されつつも、それ以外の町村にも一定

程度の配分が行われていると言える97。 

さらに、離島地域内の比較では、最も割合が高いのは北大東村の3.3％で、基本枠におけ

る配分割合の1.1％の３倍となっている。次いで割合が高いのは久米島町の2.2％で、基本

枠における配分割合の1.5％をやや上回る水準となっている。一方、基本枠における配分割

合が比較的高い石垣市（3.2％）と宮古島市（3.5％）に対するソフト個別補助金の配分割

合は、それぞれ1.8％と0.1％であり、特に宮古島市の基本枠における配分割合を大きく下

回っている。また、北部事業費の配分も受けている伊平屋村や伊是名村、離島事業費の配

分が比較的多い南大東村を除くその他離島町村におけるソフト個別補助金の配分割合は、

いずれも１％未満で、基本枠における配分割合である１％強を下回る水準であり、ソフト

個別補助金（実質的には離島事業費）の配分が極めて選択的、集中的に行われていると言

える。 

以上から、ソフト個別補助金の配分の在り方は、ソフト交付金のそれとは全く異なるも

のとなっている。特に、ソフト個別補助金のうち、推進費と離島事業費の配分は、それぞ

れ沖縄本島の中南部地域と離島地域の一部に選択的、集中的に行われている。また、北部

事業費の配分も、対象である地方公共団体全てに一定程度の配分を行いつつ、やはり一部

に対して集中的に配分が行われている。 

 

５．おわりに 

最後に、沖縄振興予算の主なソフト事業予算の現状と比較を踏まえた上で、沖縄振興に

おける一括交付金と個別補助金をめぐる現状と課題を整理する。 

まず、一括交付金と個別補助金をめぐる現状について、ソフト交付金とソフト個別補助

金の関係をどのように捉えるかを整理する必要がある。この点に関し、ソフト個別補助金

は、使途の自由度が高く、対象事業が制度の運用次第ではソフト交付金でも交付可能であ

ることから、ソフト交付金を代替あるいは補完するものであるとの評価もなされている98。 

そこで、補助対象となる地域という範囲の面については、北部事業費や離島事業費のみ

では、いずれも補助の対象が地域的に限定されるため、県内全ての市町村が対象となるソ

フト交付金を代替・補完するものとはなり得ない。しかし、推進費も含めた全体で見れば、

ソフト個別補助金は、県内全ての市町村をカバーできる形となっており、この面ではソフ

ト交付金を代替・補完し得るものとなっている。 

次に、予算額の面については、主なソフト事業予算における予算の比率の推移（図表２）

を見ると、平成24年度から平成28年度までは、ソフト交付金が主なソフト事業予算の大部

 
97 ただし、伊平屋村と伊是名村については、複数の主なソフト事業予算を活用している地方公共団体ごとの交

付決定額の内訳（図表15）で見たとおり、北部事業費が主であるものの、離島事業費の比率も高く、両事業

費を合わせることで、ソフト交付金以外の主なソフト事業予算の配分割合が一定程度確保されている。 
98 宮城和宏「沖縄振興の組織と制度の構造について－沖縄振興予算を巡る政治経済学－」『地域産業論叢（第 

17集）』（2022年）48～50頁 
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分を占めていた。しかし、平成29年度以降はソフト交付金の減額が続く一方、ソフト個別

補助金の増額が続き、令和４年度には主なソフト事業予算に占めるソフト個別補助金の比

率は３割弱にまで高まっており、ソフト交付金からソフト個別補助金への代替が進んでい

るとも言える。 

しかし、個々の市町村への配分という面については、ソフト交付金は、主として人口の

割合に比例しつつも、一定程度、市町村間のバランスに配慮した形で広く配分される仕組

みになっているのに対して、ソフト個別補助金は、ソフト交付金とは異なる基準によって、

一部の市町村等の案件に対して選択的、集中的な配分が行われている。この点において、

ソフト個別補助金は、ソフト交付金を代替・補完するというよりは、むしろ異なる機能を

果たしているものと考えられる99。 

以上を踏まえつつ、沖縄振興予算における一括交付金と個別補助金の関係から主なソフ

ト事業予算を整理すると、一括交付金であるソフト交付金は、国から沖縄県を介して各市

町村に交付される仕組みとなっている。その中で、県と市町村間及び市町村間での協議を

経ることにより、人口の割合や市町村間における配分のバランスを保つといった観点から

の調整が行われつつ、配分されている。一方、ソフト個別補助金は、県への配分がなく、

案件ごとに国から直接市町村等に対して交付される仕組みとなっていることから、ソフト

交付金のような県と市町村間及び市町村間での協議といったプロセスは存在せず、一部の

市町村等に選択的、集中的に配分されている。そのため、主なソフト事業予算において、

ソフト個別補助金の予算の比重が高まっていくことは、個別補助金による一括交付金の代

替・補完が進むという以上に、沖縄県と国の役割分担も含め、沖縄振興におけるソフト事

業予算の在り方自体を変え得るものとなっている。 

 今後における一括交付金と個別補助金をめぐる課題として、①個別補助金の執行状況と、

②ソフト事業予算における一括交付金と個別補助金の役割の整理という２点が挙げられる。 

まず、①個別補助金の執行状況については、本稿で見たとおり、北部事業費、離島事業

費、推進費いずれの執行率も、沖縄振興予算の中では低い水準で推移しており、翌年度へ

の多額の繰越しが常態化している。さらに、特に令和２年度における推進費や離島事業費、

平成29年度における北部事業費において、それぞれ当初予算額の２～６割を超える不用額

が生じている。しかし、こうした執行状況をめぐる状況について、政府は必ずしも課題と

しては捉えておらず、執行率の目立った改善も行わないまま増額措置してきた。 

こうした状況が続く要因として、予算の性質と予算額の推移が考えられる。予算の性質

について、政府は、推進費が一定の厳格な積み上げにはなじまない一定の枠的な予算であ

ると説明しており100、令和２年度以降は前年度からの継続事業分と新規事業分30億円を足

 
99 この点、本稿では取り上げなかったものの、市町村分のソフト交付金の中でも、沖縄振興特別推進市町村交

付金特別枠配分実施要綱に基づいて配分が行われる特別枠は、市町村が担う広域的課題に対応する事業、多

くの市町村に共通した政策課題に対応する先駆的事業又は優先度の高い事業を対象としているという点で、

推進費などと共通している部分はある一方、申請事業数（各市町村の申請可能事業数は年間１事業）や事業

費の上限（１事業当たり６億円以内）といった制限があるという点で、ソフト交付金以外の主なソフト事業

予算とは異なっている。 
100 第200回国会衆議院沖縄及び北方問題に関する特別委員会議録第３号13頁（令元.11.27） 
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し上げる形で予算を計上している。ただ、厳密な積算に基づかない枠的な予算であるとい

う点は、ソフト交付金や北部事業費、離島事業費のいずれにも共通しているものの、予算

額の推移としては、一括交付金の減額が続く一方で、個別補助金は増額が続いてきた。 

一括交付金については、当初、執行率の低さが後年度以降の予算の減額の理由とされた

こともあり、沖縄県を中心に執行率改善の取組が進められたこと等によって、執行率は比

較的高い水準で推移している。一方、個別補助金については、執行率と予算の積算がリン

クされておらず、執行率改善のインセンティブに乏しいこと、さらに、一括交付金のよう

に、沖縄県が年度途中でも執行状況に応じて市町村をまたぐ形で事業計画と配分額の調整

を行う仕組みもないことも、低調な執行率の推移に影響していると考えられる。 

次に、②ソフト事業予算における一括交付金と個別補助金の役割について、政府は、ソ

フト交付金では迅速・柔軟な対応が難しいケースがあり得ることを推進費の根拠とする一

方、実際には極めて選択的、集中的に推進費の配分を行っている。また、北部事業費や離

島事業費についても、県内の地域間格差や条件不利性の解消を根拠とする一方、地域全体

の底上げを図るというよりは、選択的、集中的な配分を行っており、ソフト交付金とは異

なる機能を果たしている。 

ソフト事業予算の配分をどのように行うべきかという点について、これまで十分に整理・

説明されないまま、事実上、一括交付金から個別補助金に比重が移りつつある。しかし、

今後の沖縄振興において、両者を活用していくとの考え方が基本方針で定められた以上、

政府や沖縄県等の間で、改めて両者の役割や位置付けを明示的に整理していく必要がこれ

まで以上にあると考えられる。 

 

（ふじう しょうじ） 


